
決算書掲載頁　153

市域における騒音、振動の状況を把握し、規制基準と照らして騒音、振動公害の抑制に努める。
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直営 昭和49年度 騒音防止法、騒音振動法

騒音・振動を発する恐れのある、或いは発している事業所等の周辺市民

引き続き騒音・振動の監視測定を行っていく。
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悪臭防止法に基づき、悪臭を発生させている工場、事業所に対して排出濃度の監視を行う。また、規制基準と照らし、適
切な指導を行い、悪臭公害の解決に資する。
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細事業：悪臭監視測定事業 03事業
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直営 昭和48年度 悪臭防止法

悪臭を発する恐れのある、或いは発している事業所周辺の市民

引き続き悪臭苦情発生防止に努める。
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細事業：騒音・振動監視測定事業                             

発生源としては、工場・事業所・建設作業・自動車や鉄道の交通機関などがあり、近年では、カラオケ等の近隣

生活騒音が問題になることもしばしばある。工場・事業所等に対しては、騒音規制法・振動規制法及び大阪府生活

環境の保全等に関する条例に基づく、届出指導や立入検査等を行い、騒音・振動の防止に努めた。 

また、騒音・振動が環境に与える影響を把握するため、下記の調査を行った。 

 

１．道路交通騒音調査 

騒音規制法の定めに基づき、幹線交通を担う道路における自動車騒音の実態を把握するため、騒音測定を実

施した。測定は、24時間連続して自動測定を行い、昼間と夜間の結果をそれぞれ平均して測定結果とした。 

平成 25年度に測定を行った 6地点における騒音レベルはすべて環境基準を満たしていた。 

２．道路交通振動調査 

振動規制法の定めに基づき、幹線交通を担う道路における道路交通振動の実態を把握するため、道路交通騒

音調査と同時に振動測定を実施した。振動には環境基準はないが、各地点における振動レベルは振動規制法に

定める要請限度※を超えることはなかった。 

３．環境騒音・振動調査 

環境騒音・振動の実態を把握するため、市内全域（市街化区域）を調査区域として環境騒音の測定を実施し

た。測定は、騒音に係る環境基準で定める昼間（午前６時から午後１０時まで）及び夜間（午後１０時から翌

午前６時まで）の時間帯で行い、それぞれの結果を平均して測定結果とした。 

10地点での測定を行い、騒音はすべて環境基準値を満たし、振動は人の感覚閾値を下回った。 

 

※要請限度･･･振動規制法に基づき環境省令で別に定められている道路交通振動の限度のことをいい、道路交通振動がその 

限度を超えていることにより、道路の周辺の生活環境が著しく損われていると認められるときに、市町村長 

が道路管理者に振動防止のための道路の修繕等の措置を要請し、又は都道府県公安委員会に道路交通法の規 

定による措置を執るよう要請する際の限度をいう。 

 

 

 

細事業：悪臭監視測定事業                             

 悪臭防止法は、事業活動に伴って悪臭を発生している工場や事業場に対して必要な規制を行う。規制の方法には、

①特定悪臭物質(22 物質)の濃度による規制、②臭気指数(臭気の強さを表す数値)による規制の 2 種類があり、河内

長野市では①特定悪臭物質濃度による規制を採用している。 

 平成 25年度は市民より悪臭の苦情があった 1事業所の特定悪臭物質 22物質を測定し、河内長野市告示第 45号(平

成 22 年 9 月 30 日)の規制基準値内であることを確認した。 


